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参考資料２

最低賃金額の大幅引上げ及び地域間格差の是正並びに中小企業へ

の実効的な支援等を求める会長声明

１ 当会は、熊本県内及び全国の最低賃金額の現状等に鑑み、最低賃金額の大

幅な引上げと共に、 最低賃金額の地域間格差の是正、 その影響を受ける中小

企業への実効的な支援を求める。

２ 最低賃金額の大幅な引上げ

熊本県における地域別最低賃金は、昨年の引き上げにより、時間額９ ５ ２

円となった。 この金額は、一昨年から５ ４円と過去最大の引き上げ額である

ものの、全国加重平均である時間額１ ０５ ５円を大きく下回っており、九州

地域では宮崎、 沖縄と並んで一番低い水準である 。

仮に、この最低賃金額を前提にフルタイム（ １日８時間、週４ ０時間、月

平均１ ７ ３ ． ８時間）で働いたとしても、月収約１ ６万５ ４ ５ ７円、年収で

約１ ９ ８万５ ４ ８ ４円にしかならない。未だに、ワーキングプアと呼ばれる

給与水準（２ ０ ０万円以下）を超えておらず、単身世帯においてさえ、生活

に十分な金額と言うことはできない。 まして、 世帯を築き、 子どもを育てて

いくには、 賃金のみで生活を維持することは困難である。

そもそも、 地域別最低賃金を決定する際の重要な考慮要素とされている労

働者の生計費が、 正社員を含むフルタイムの労働者 （ 一般労働者） の所定内

労働時間である１ ５ ２ ． ６時間（毎月動労統計調査令和６年１ ０月分結果確

報）で換算すれば、時給１ ５ ０ ０円を大きく超える結果となっていることか

ら、最低賃金法１条が定める 「労働者の生活の安定」 が達成されているとは

言い難い状況である Ｄ

加えて、 ここ数年、 食料晶や光熱費など生活必需品の価格の上昇が続いて

おり、 特に、 低所得者が受ける影響は甚大である。

厚生労働省が本年２月５日に発表した「毎月動労統計調査２ ０２ ４年分結

果速報」によると、現金給与総額（事業所規模５人以上）での実質賃金指数

は、 前年から ０． ２ ％減少となり、 ３年連続での前年比マイナスとなった。

物価上昇に労働者の賃金上昇が追い付いていかず、 名 目賃金から物価変動の

影響を除いた実質賃金の上昇率はほぼゼロ状態が続いている 。 労働者の生活

を守り、経済を活性化させるためには、大企業だけでなく中小・零細企業も

含めた全ての労働者の実質賃金の上昇を実現する必要があり、 そのためには

最低賃金額を大幅に引き上げることが何より重要である。



３ 最低賃金額の地域間格差の是正

また、 最低賃金額の地域間格差が依然として大きいことも重大な問題であ

る。熊本県における最低賃金額は、全国で最も高い東京都の時給１ １ ６ ３円

との間で２ １ １円、九州内で最も高い福岡県の時給９ ９ ２円との間で４ ０円

もの差が有り、 依然として都市部との大きな格差が生じ続けている。 しかし、

最近の調査によれば、 労働者の生計費は、 都市部と地方の間でほとんど差が

ないとされている 。 最低賃金については、 あえて地域別に金額を設定する合

理性は乏しい。 そして、 地域の最低賃金の高低と人口の増減には相関関係が

あるとされており、最低賃金の格差は、最低賃金が低い地域の人口減ひいて

は経済停滞の要因の一つともなっている。 早期に全国一律最低賃金制度を実

現すべきである 。

４ 中小企業への実効的な支援等

これらに合わせて、 最低賃金引上げの影響を受ける中小企業には、 最低賃

金を引上げても円滑に企業運営を行うことができるよう十分な支援策を講じ

ることが必要である。

この点、国は「業務・改善助成金」制度による支援を実施しているが、中小

企業経営者からは、 助成対象が生産性向上に資する設備投資等の費用に限定

されていることや、 助成対象経費支払後に補助金が交付されるなどへの批判

が多く寄せられており、 中小企業への支援策としてこれだけで十分であると

は言い難い。

例えば、社会保険料の事業主負担部分を免除・軽減すること、人件費及び

原材料費等の上昇を取引価格に適正に反映させることを可能にするよう、 法

規制の充実と監視行政の充実などが効果的と考えられる。

なお、政府においても、 ２ ０２ ４年１ １月２ ２日、「国民の安心・安全と

持続的な成長に向けた総合経済対策」 を閣議決定し、 日本経済・地域経済の

成長には、 国民一人一人が実際の賃金・所得の増加という形で手取りが増え、

豊かさが実感できるような政策を更に前進させなければならないとし、 「２

０２ ０年代に全国平均１ ５ ０ ０円という高い目標の達成に向け、たゆまぬ努

力を継続する」、 「地域別最低賃金の最低額に対する最低額の比率を引き上げ

るなど、 地域間格差の是正を図る」 としている。 これらの目標達成のために

も、 充実した中小企業支援策が強く求められる。

５ まとめ

以上のことから、 当会は、 中央最低賃金審議会及び熊本地方最低賃金審議

会に対し、 労働者の健康で文化的な生活水準を保証し、 地域間格差解消を図

るべく、最低賃金額の大幅な引上げを答申することを求めるとともに、国に

対し、 実効的かつ十分な中小企業支援策を求めるものである。



２ ０２ ５ （令和７）年６月２ ５日

熊 本 県 弁 護 士 会

会 長 本 田 悟

●



熊本労働局長 金谷 推也 様

熊本地方最低賃金審議会会長 倉ｌ」[ ｌ 賀世 様

２０２５年７月２８ 1」

最低賃金額の１ ５００円への引き上げを求める要請書

長引く物価高騰で、国民の暮らしがますます深判な状況になっています。とりわけ青

年、学生の置＿かれた状況は深刻です。

「学費の負担が重い」「奨学金の返済が不安」ｌアルバイトのかけ持ちで学業に割く時間

が減っている」「バイト代で生活をやりくりするのが大変」「物価が高騰して１野菜や魚を買

いにくい」 「自米が高すぎて表ご飯やパンに置き換えている．ｌ 「学食の値段も上がって１日

３食を２食にしている」 「今の時給では全然足りない」 一私たちが取り組む食料支援

活動や街頭シールア ンケートで、 多くの学生、 青年から⊠状の ｌｌ’1が寄せられています。

「実質賃金ｌが３年連続で減少し、賃金が物価高騰に全く追いついていません。さらに

青年労働者の約５割は非正規展用です。 低資金でキ’リギリの生活を送っています．

昨年は多くの県で中央最低賃金審議会の目’安を上「ｉlｌる最賃額となりましたが、 ドイツ

２０５１円、フランス１９００円、イギリス２３２０円、と比べても低い本準となっていますｃ全

国労働組合総連合（全労連）の「最低生計費」調査によると、若．者が自立し人間らしく生

活するために最低必要な生計費は、 時結で１７００円～１９００ 1’」であることが明らかになりま

した。すみやかに１５００円を実現し、さらに引上げることが必要です。

111111 本１表の地域最低貨金は９５２円で東京都との格差は .2u 円です。 地方からの労働力流出

をｌｌ：；めるためにも、 全国一律の最低賃金としなければなりません。

賃．ｌ＿げができず、働き手が集まらない「人手不足倒産」が各地で增えています。岩

手、 徳島、群馬、奈良、茨城各県では、⊠ t－1＿げの直接支援を実施しています。国の責

イ’において、 中小企業・事業者に対する直接文援が不可欠です。

最低賃金の大幅：増額は、 県民の暮らしの lｌ言ｉ からも、 能本県と ｌ-ｌ本経済全体の底上げのた

めにも急務一ｔ、す。よって、以トーの事項を要望します。 ．

【要請項目］

１、すみやかに最低賃金を時給１５００円に引き上げること 。

２、全国一律の制度とすること。

３、 最低賃金の大幅引き上げにあたっては、 社会保険料の軽減、 中小企業に対

する支提を行うこと 。

以上
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